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図10 : 導入モデル2－サービス事業者がビデオ ヘッドエンド サービスをリースする場合

3つ目のモデルでは、サービス事業者が複数のインターネットソース（例: YouTube、Hulu、BBC.com等）から“オーバーザ
トップ”のコンテンツのみを取得するコンテンツアグリゲーション機能を提供し、コンテンツのソースに関係なくユーザーに
一貫性のあるルック･アンド･フィールを提供します。ユーザーは直接インターネット上のソースにアクセスするのではなく、
サービス事業者のインフラに存在するアグリゲーション機能を使用してこのコンテンツにアクセスします。このモデルによって
提供される主要な機能は以下の通りです。 

　　　　　●  サービス事業者のソリューションは“オーバーザトップ”コンテンツを提供することに限られる。
　　　　　●  一貫性のあるポータルをユーザーに提供し、コンテンツの選択、視聴、購入を実現。
　　　　　●  先進的検索機能のようなサービス事業者独自のユーザー向け付加価値サービスに基づいてコンテンツの内容を強化。 
　　　　　●  ポリシーの実施（例: コンテンツ ストリームのレートと品質の管理)。 
　　　　　●  サービス事業者がサービスへのサブスクリプションと付加価値サービスに基づいて売上増大のビジネスチャンスを実現。

モデル3: サービス事業者がコンテンツ アグリゲーションを行い、ポータルを保有する場合

　　　　　●  ビデオ MVNOとの協力のもと、提供するコンテンツを一部管理。 
　　　　　●  提供するコンテンツ（ビデオ、音楽等）とサービス（音声、ビデオ、データ）を柔軟に組み合わせて提供する機能が制限される。 
　　　　　●  “オーバーザトップ”をはじめとするコンテンツ アグリゲーションをビデオMVNOが管理。
　　　　　●  サービス事業者が全てのコンテンツをエンドユーザーに提供。 
　　　　　●  ビデオMVNOがサービス事業者名の統合ポータルサイトをユーザー向けに提供し、全てのコンテンツの選択、視聴、
　　　　　     購入を実現。
　　　　　●  ビデオMVNOによる付加価値サービスにより、先進的な検索機能のような機能を提供。 
　　　　　●  ユーザーごとまたは特定のユーザーに対象を絞った広告、地域ごとの広告、特定のコンテキストに基づいた広告、ポータ
　　　　　     ルから提供する広告等の広告提供のスキームをビデオMVNOが管理し、サービス事業者が地域別の広告を一部管理。
　　　　　●  ビデオMVNOが特定のデバイスまたは当該デバイスを保有するユーザー向けのコンテンツストリームを管理し、最適化
　　　　　     されたコンテンツ体験を提供。 
　　　　　●  サービス事業者がポリシーの実施を管理（例: コンテンツ ストリームのレートと品質の管理）。
　　　　　●  サービスに対するサブスクリプション、ならびにビデオMVNOと協力して導入したサービスとアプリケーションから得ら
　　　　　     れた売上（売上はビデオMVNOと分割）に基づいて、サービス事業者が売上増大のビジネスチャンスを実現。

本モデルは、図10にて説明されています
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4番目のモデルも存在しますが、ここでは詳しく説明しません。この4つ目のモデルでは、サービス事業者はIP配信機能のみを
提供します。ユーザーは、サービス事業者のインフラをインターネット上でコンテンツ提供業者が提供するオーバーザトップ
コンテンツに直接アクセスするための回線として使用します。本モデルでは、サービス事業者はコンテンツの管理（コンテンツ
のブロックまたは調整以外の）を行うことがほとんどできず、その結果ユーザーはアクセスするコンテンツ提供業者ごとに
異なるルック･アンド･フィールを経験することになります。アグリゲーションポータル（および付加価値に基づく売上増大の
可能性）を除けば、本モデルは前記の3番目のモデルと全く同じに見えるかもしれません。このようなオーバーザトップビデオ
のコンテンツのみを提供する状況においても、ポリシーの制御と管理を実施することによってLTEネットワークでビデオ
ストリーム提供のパフォーマンスを向上できる可能性はあります。売上増大のチャンスはユーザーにアクセスを提供することに
限られます。

モトローラはこれまでのビデオ提供テクノロジーの実績に基づいて、前記のモデルで示されたような包括的なエンドツー
エンドのビデオソリューションを開発しています。本ソリューションによって先進的なモビリティを意識したアプリケーションと
広告をビデオソリューションに組み込むことが可能です。これにより、ユーザーは単にコンテンツの検索を強化できるだけで
なく、パーソナライズされたビデオ体験を提供する先進的な機能にアクセスすることができます。また、モトローラは変動する
エアーインタフェースの状況に対応する、クライアントサーバーによるビデオエンコードのクローズドループ型の動的調整を
実現する技術も保有しています。本技術はオーバーザトップモデルを含む前記で説明した全てのモデルで提供可能です。

モビリティを意識したアプリケーションの一例を挙げると、モトローラはあるデバイスのビデオストリームの配信を止めて別の
デバイスでビデオストリームの配信を継続できる機能を提供するサーバーを開発しました。これによって、ユーザーはビデオ
ストリームをハンドヘルドデバイスであれPCやノートPCであれ家庭用のテレビであれ自分の好きなデバイスにシームレスに
移行できます。このような様々なアプリケーションを統合して構築される柔軟なアーキテクチャが存在するということは、デバ
イス間のビデオの移行を簡単に他のアプリケーションに適用できるようになる仕組みが構築されたということを意味します。
出席通知、ニュースのフィード、ホームコーラー ID、およびその他の多くの機能は、アクセスしているネットワークが何であれ
ユーザーの要望に応じて情報の対象となるコンテキストを、あるデバイスから別のデバイスに簡単に変更できることを示して
います。これに似たその他のアプリケーションが数多く開発されつつあります。この件は本ホワイトペーパーの趣旨からは外れ
るので詳細は省きますが、モトローラは今後、情報提供していきたいと考えています。

モトローラのソリューションによって、ユーザー体験の向上を実現

図11 : 導入モデル3－サービス事業者がアグリゲーション ポータルを提供しコンテンツの配信を実施する場合

本モデルは、図11にて説明されています。  
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サービス事業者がいつでもどこでもビデオとマルチメディアのコンテンツを組み合わせてユーザーに提供できるようになった
ことで、以下のような大きなビジネス上のメリットが生まれました。

一般的なビデオヘッドエンドを活用しセッションの集中状況を管理することで、ネットワークの効率が向上－特に固定ネット
ワークや無線ネットワークを保有するサービス事業者は、様々な要素を統合したアーキテクチャのメリットを活用できます。
前述の導入モデル1と2にあたる、サービス事業者がインフラを保有またはリースするモデルでは、単一のビデオヘッドエンドに
よってアクセス技術に関係なくコンテンツを提供することが可能です。技術ごとに個別のビデオ提供ソリューションを導入する
場合に比べて、このアプローチでは設備投資コストと運用コストを大きく削減することが可能です。

ユビキタスアクセス－モバイル環境においては、ロケーションにかかわらず常時アクセスを提供することによって、コンテンツ
アクセスごとに課金する形態や、広告サイトへの訪問件数で課金する形態のビジネスチャンスを増大させることができます。
4種類の導入モデルの全てに関して、複数の環境を通じて一貫性のあるサービスを提供するだけで加入者1名あたりの月間
売上高を上げることが可能です。

ロケーションの利用－個人のこれまでの履歴や現在利用可能なコンテンツに基づいて対象を絞った広告を展開することが
できます（例: ある特定のメディアがMBMSによってブロードキャスト配信される時点で、ユーザーにアラートを送信する）。
サービス事業者がインフラを保有する、またはリースする導入モデルでは、現在のユーザーのロケーション情報に関する
フィードバックがビデオヘッドエンドに送られ、特定のユーザーのロケーションに基づいて個々のストリームのカスタマイズが
可能になります（例: VODの提供）。これによりハイレベルなロケーションベースの広告（例: 個々のショッピングモール、レスト
ラン、イベント等の広告）が可能となります。

新たな公共サービス－ロケーションに基づく現在の状況（交通情報など）について、アラートや更新情報をブロードキャスト
配信することで、緊急時のコミュニケーション サービスを改善することも可能になります。このような情報サービスの多くは
加入者ベースで提供可能です。通信業者が特定のブロードバンド機能を警察や保安機関に有償で提供することも可能です。

ヘビーユーザーの囲い込み－サービス事業者がインフラを保有またはリースするモデルでは、一貫性のあるアクセス、事前に
設定した条件に基づく管理、通常のルック･アンド･フィール（例: 電子番組ガイドやオンライン メニュー）をモバイル環境や
家庭、固定ロケーションに提供することで、ユーザーにまたアクセスしたい、と思わせることができます。 

上記で説明した各種アプリケーションの融合によって生まれるメリットを活用するには、ネットワークのインテリジェンス機能
によりアプリケーションの相互連携を実現する必要があります。サービス事業者がインフラを保有する導入モデル1では、サー
ビス事業者はアプリケーションそのものとアプリケーション間の連携を完全に管理することができます。サービス事業者が
インフラをリースする導入モデル2では、サービス事業者はコンテンツアグリゲーターと協力して適切な機能を提供できるよう
にする必要があります。導入モデルの3の場合は、サービス事業者はアグリゲーション機能によってアプリケーションの融合が
実現できていることを確認する必要があります。IP配信のみを行うサービス事業者（導入モデル4）の場合、アプリケーションの
融合を提供できるかどうかは、オーバーザトップ インターネットでホスティングされたアプリケーションをネットワークの外で
連携させることができるかによりますが、これを実現することは困難だと思われます。

サービス事業者にとってのメリット



18　ホワイトペーパー : LTEネットワークが提供するビデオの可能性と影響度

4G無線技術の出現により、サービス事業者は真のモバイル ビデオとマルチメディア体験を経済的に提供できる基盤と柔軟な
ネットワークをやっと手に入れたことになります。LTEにより、完全なIPによるフラットなアーキテクチャに基づいて2Gや3G
といった以前の技術に比べてパフォーマンスと経済性が大幅に向上します。さらに、LTEを活用することで、あらゆるロケー
ションで、全てのLTEに対応したモバイルデバイス、LTEに対応したユーザーの電子機器やノートPCで高品質なビデオスト
リームを経済的に提供できるようになると考えられます。ビデオエンコードやモバイル デバイスの技術はこれからもそして
今後も着実に発展を続け、モバイルマルチメディアに関するアプリケーションとサービスの合理的なプラットフォームを実現
していくことになります。今後も新しいサービスが期待できるLTEは、ブロードバンド無線サービスを提供するための必須の
要素です。

モトローラのLTEソリューションはパーソナルなメディア体験を加速化し、サービス事業者は顧客指向の階層化したビデオ
サービスを構築し適正なレベルの品質を保証できるようになります。ビデオ技術と無線ブロードバンド技術の実績を持つ
モトローラは、これまでもビデオサービスのために最適化したエンドツーエンドのLTEネットワークを提供してきました。前述
の導入モデル3つのうち、いずれがお客様の環境に最適であったとしても、当社は完全なソリューションとサブシステムで、
ビデオ ヘッドエンドからLTEアクセスやデバイスに至るコンポーネントを提供できます。提供内容には、統合され適切に構築
されたビデオ ヘッドエンド（BM-SC）、データセンター、サービスエッジ、アプリケーション、有線アクセス、加入者宅内機器、
セットトップボックス、そして勿論LTEへのアクセスが含まれます。

さらに、モトローラによる計画策定のためのツール、導入と統合のサービス、およびコストのモデリングもビデオサービスに
適した形で構築されており、ネットワークサービス事業者が最大の収益を得られるようサポートします。

結　論
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